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研究成果の概要（和文）：　良好な対人関係を構築し、円滑なコミュニケーションを行う上で重要なポライトネ
スであるが、英語教育の現場で効果的に指導されているとはいい難い状況であった。そのため、教材等の分析に
続き、アンケート調査によって教育に応用可能な具体的記述を試みた。本調査の示唆する内容としては、以下の
2点が挙げられる：（１）ポライトネスは言語を用いて行われる他の行為との関連から記述することにより、全
体像もつかみやすくなる；（２）ポライトネスは語彙に重点を置いたアプローチによってかなりの範囲がカバー
できる。

研究成果の概要（英文）：  Politeness is believed to be crucial in building a harmonious relationship
 with others and in achieving successful communication; however, it is not effectively taught in the
 EFL context. We thus began our research by analyzing teaching materials in terms of politeness, and
 then sought to describe the mechanisms in which politeness is realized, on the basis of our 
questionnaire survey. The results of our project suggest: (1) politeness always comes with other 
language functions or acts, and so it can be appropriately described in conjunction with other acts 
languages can perform; (2) it is promising to approach politeness in terms of lexis.  
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１．研究開始当初の背景 
本研究を開始した時点で、すでに「実践的
コミュニケーション能力」の育成が中学校及
び高等学校の学習指導要領で教育目標の１
つとされて久しかったが、語用論的失敗に関
する研究を教育に取り入れようとする試み
はまだあまりない状況であった。しかしなが
ら、特にポライトネスに関わる場合など、語
用論的失敗は人格の否定にすらつながりか
ねないという危険性さえ指摘されており、コ
ミュニケーション能力の育成には欠かすこ
とのできない要素のはずである。そこで、本
研究では、ポライトネス指導のために基礎と
なる研究を開始することとした。 
研究代表者はそれまでも個々の表現とそ
の語用論的機能を英語教育に直接取り組こ
むことを目標として研究を行い、教材の開発
も行ってきたが、商業出版という制約ととも
に行われた研究活動は、必然的にその制限も
受けることとなった。そういった制限を超え
て研究を進める必要性も本研究の背後には
あったと言い添えておく。 
 
２．研究の目的 
 狭義のポライトネスに限らず、語用論的な
ものを外国語教育に取り込もうとする試み
自体は先行例もあったが、それらを教育に応
用するためには、当時から現在にかけても盛
んな語用論的「原理」の追求とはまた別のア
プローチが必要であった。そこで我々は以下
の 2つを本研究の目的とした: 
 

(1) 特に語彙に着目すること。 
ポライトネスに限らず、特定の機能を持つ
表現は、特定のコンテクストにおいて、特定
の行為を実行するために繰り返し使用され
たことで、そういった機能と結びついたと考
えられる。逆の見方をすれば、特定の表現と
その機能、使用コンテクストを特定すること
も十分に可能であるという仮定に基づいて
いる。 

 
(2) 英語教育において重要なポライトネス
について、理論面及び教育面の両面で英語教
育研究に貢献すること。 
１．で述べたように、本研究の背景には、
いわゆる教材作成ではなく、純粋学問的な研
究を遂行する必要性が感じられたというこ
ともあり、理論面での貢献も意識して研究を
実施した。また、ポライトネスの対象となる
範囲は広いため、パラ言語である英語プロソ
ディの語用論的機能、教育の現場での指導、
円滑な人間関係を構築しポライトネスの実
現にも大きく寄与するユーモアについての
研究などに様々な分野を専門とする研究分
担者とともに、研究代表者は、各々が持つ専
門的知見を基に研究計画を実行した。 
 
３．研究の方法 
 コミュニケーションの場は常に一様で

はない。「学習者が特定の状況下で何かを成
し遂げたい時、どういった点に配慮し、どう
いった表現をどう用いるべきか」について、
客観的データに基づいた応用のきく指針を
示す必要があった。本研究は、研究代表者が
2005 年に実施した大規模日英対照語用論調
査を基にしているが、そこでの問題点を克服
する必要もあった。そのため、アンケート調
査により得られた量的データの問題点を補
完するため、調査後にインフォーマントに対
し、メール等によるフォロー・アップも行っ
た。アンケート自体にも、インフォーマント
の判断がどのような根拠に基づいているの
かを示すことが可能なように工夫を施した。 
 
４．研究成果 
 本研究は、当初、我が国の英語教育におけ
るポライトネスの扱い全般の改善を目指し
てスタートした。しかしながら、検定教科書
等の教材におけるポライトネスの記述など
を精査する過程で、より対象を絞った上で、
より具体的な目標を目指す方が実際に教育
の現場で教育に携わる方々に示唆に富む成
果を提供することができるだろうと判断す
るに至った。したがって、ポライトネスとい
う研究上の軸は計画の初めから首尾一貫し
て同じであるが、特定の重要な機能について、
可能な限り客観的に記述する方向へと転換
することとなった。 
 我々の基本的な立場は以下の通りである。
コミュニケーションにおいてポライトネス
は、相手に向かって笑顔を見せるといった場
合を除けば、それ自体が単体で実現されるこ
とは少ない。人間がコミュニケーションを行
う時、そこにはたいてい特定の目的があり、
それを達成するための行為が続く。ポライト
ネスを、独立した機能とするのではなく、そ
ういった行為を行う際に同時に実行される
付随機能として扱うというのが我々の立場
である。 
 たとえば、他者に助けを求める時、人は、
よほど親しい友人や切迫した状況などを除
き、通常は “Help me.”と直接的な依頼は
行わない。相手の都合が悪かった場合、直接
的な依頼を行ってしまっては相手も断りに
くくなってしまう。そのため、“Do you have 
a minute?”といった依頼前の確認表現をあ
らかじめ用いて、相手の都合を事前に確認し
たりもする。 
上記の表現は、文字通りには決して依頼と
はならない。時間があるかどうかを聞いてい
るだけだからである。ただし、英語母語話者
同士の会話において、上記の問いに、単に
“Yes”か “No”と答えることはあまりな
く、通常は助けの申し出や断るための理由な
どが続くことになるであろう。この「確認」
という行為には、仮に相手が断らざるを得な
い場合に相手を気まずくさせないとい配慮
があり、それがこの行為に付随するポライト
ネス的機能である。２．において述べたよう



に、依頼の前にそういった表現が何度も使わ
れることによって、そういった表現と依頼の
事前確認というポライトネス上の機能が結
びつき、聞き手もそのことを認知するように
なるのである。こういった我々の前提は、本
調査の進展に応じて確信へと変わった。また、
語彙的アプローチによってポライトネスの
相当な部分が記述できることも明らかにな
った。 
英語の定型表現は数が多く、それらをすべ
て記述し尽くすことは不可能である。そこで
我々は人間が日常に行う行為の分類を行っ
た。言語の機能の分類は先行例も多いが、学
習者が直感的に理解できるものは少なく、
我々は対人のコミュニケーションの最小単
位である話し手と聞き手、さらにお互いの利
益と損失という最小限の要因のみで区別で
きる分類を行い、それに基づいたリストを作
成した。また、口語コーパスからのデータも
参考にしながら、バランスよく記述の対象の
候補となる語句を選定した。最終的に 500 語
を超える数になり、そのため、遅れも生じた
たが、当初の予定数に関しては、インフォー
マントへのアンケート調査の終了すること
ができた。 
昨年度の時点で、調査データは分析も終了
し、それまでの成果の一部は本報告書に記載
の学会発表、論文、著書として公刊されてい
る。さらに、学習辞書といった教材や、コミ
ュニケーション重視の英語教育を行うテキ
ストの形でもまとめつつある。今後、さらに
見直しを加えた上で、研究代表者と研究分担
者を中心とした共著のハンドブック、さらに、
研究代表者による単著の研究書として平成
29 年度末に刊行の予定となっている。 
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